



Problem of social policy on life and poverty in case of the Iwate-









Abstract：Disaster causes poverty and difficulties in the lives of many people and, on the other hand, aggravates 
an usual harsh life. I argued this theme based on the poverty level and difficult situation facing the daily lives of 
those formerly living along the Iwate-prefectural coast area. It is my conclusion that providing medical support 
and/or personal social services directly to these applicants depending on their needs, not payment of income-benefit 
or refunding of paid charge, is most effective. Especially supporting students registered in higher education while 
weighting the public expenditure burden and relieving families is necessary and reasonable. This turning of social 
policies of reconstruction for lives and communities helps prevent the flow of habitants from the area.


























































































岩 手 県 1,330,147 －54,894 －3.96 12.7 60.1 27.2 482,845 9.0 9.9 　 　
宮 古 市 59,430 －4,158 －6.54 12.2 56.9 30.9 22,440 11.6 12.4 4,675 20.8%
大 船 渡 市 40,737 －2,594 －5.99 11.9 57.2 30.9 14,798 9.5 11.2 3,629 24.5%
久 慈 市 36,872 －2,269 －5.80 14.1 59.5 26.4 13,984 10.7 10.7 277 2.0%
陸前高田市 23,300 －1,409 －5.70 11.7 53.4 34.9 7,767 10.6 12.8 3,341 43.0%
釜 石 市 39,574 －3,413 －7.94 11.2 54.0 34.8 16,070 14.8 15.2 3,648 22.7%
大 槌 町 15,276 －1,240 －7.51 11.4 56.2 32.4 5,679 13.2 12.9 3,717 65.5%
山 田 町 18,617 －1,525 －7.57 12.5 55.7 31.8 6,596 12.2 12.7 3,167 48.0%
岩 泉 町 10,804 －1,110 －9.32 10.4 51.8 37.8 4,350 16.4 15.0 200 4.6%
田 野 畑 村 3,843 －398 －9.38 11.8 54.3 33.9 1,301 10.9 12.8 270 20.8%
普 代 村 3,088 －270 －8.04 11.5 57.0 31.5 1,039 10.9 11.5 0 0.0%
野 田 村 4,632 －387 －7.71 11.4 58.6 30.1 1,575 9.7 11.9 479 30.4%
洋 野 町 17,913 －1,611 －8.25 12.8 56.7 30.5 6,112 11.6 11.4 26 0.4%

















































































県　　　計 1,330,147 －17,391 （6,248） 1.31 36,204    2.72    1.41 1,294,453
　
宮 古 市 59,430 －1,478 （514） 2.49 2,630   4.43    1.94 　 56,488 
大 船 渡 市 40,737 －1,640 （420） 4.03  2,136   5.24    1.21    38,674 
陸前高田市 23,300 －3,048 （1,773） 13.08  3,791  16.27    3.19    19,509 
釜 石 市 39,574 －2,303 （1,040） 5.82  3,350 　8.47    2.65    36,224
大 槌 町 15,276 －2,595 （1,240） 16.99  3,367 22.04    5.08    11,909 
山 田 町 18,617 －1,714 （753） 9.21  2,493 13.39    4.18    16,124
岩 泉 町 10,804 －230 （7） 2.13    710 　6.57    4.44    10,094
田 野 畑 村 3,843 －96 （29） 2.50    247 　6.43    3.93     3,596
久 慈 市 36,872 －357 （4） 0.97    953 　2.58    1.61    35,919
普 代 村 3,088 －73 （1） 2.36    144 　4.66    2.30     2,944
野 田 村 4,632 －186 （37） 4.02    305 　6.58 　 2.56     4,327
洋 野 町 17,913 －354 （0） 1.98    961 　5.36    3.38    16,952



































































































































































宮 古 市 118,101 59,813 1,975 89.2 0.42 85.9 84.9
大 船 渡 市 83,572 41,172 2,030 91.7 0.44 　93.9 　93.8
陸 前 高 田 市 40,627 23,405 1,736 78.4 0.28 　75.0 　74.9
釜 石 市 86,514 39,969 2,165 97.8 0.52 110.6 　109.4
大 槌 町 26,066 15,590 1,672 75.5 0.33 　　58.6 　　57.4
山 田 町 30,424 18,957 1,605 72.5 0.29 　　64.0 　　62.5
岩 泉 町 17,453 10,875 1,605 72.5 0.15 　　72.6 　　71.4
田 野 畑 村 5,770 3,915 1,474 66.6 0.14 　　69.1 　　69.6
久 慈 市 76,807 37,034 2,074 93.7 0.38 　96.7 　94.7
普 代 村 5,521 3,132 1,763 79.6 0.15 　　74.9 　　75.9
野 田 村 7,864 4,710 1,670 75.4 0.18 　　73.2 　　72.8
洋 野 町 28,876 18,241 1,583 71.5 0.23 　　73.7 　　74.3














































































































1960 1965 1970 1975 1980 1985 1990 1995 2000 2005 2010
表４　沿岸市町村の生活保護率（各年度月平均）の推移
年 1974 1990 1998 2010 2011 2012
岩 泉 町 60.8 24.0 21.5 27.9  27.4 28.4
大 槌 町 30.3 16.6 13.0 18.6  10.3 7.0
宮 古 市 18.6 12.9 9.2 16.3  16.2 15.8 
山 田 町 24.0 11.8 9.2 15.9  13.6 11.9
釜 石 市 10.0 8.4 6.5 15.3  13.5 12.3
洋 野 町 32.1 19.7 10.6 12.8  12.9 13.5
久 慈 市 34.7 17.8 8.5 12.4  12.4 11.9
普 代 村 28.7 13.3 11 11.2  9.6 9.4
田 野 畑 村 37.4 9.2 7.9 10.2  13.0 13.9
野 田 村 25.4 14.2 5.3 9.1   7.8 7.4
陸前高田市 6.9 2.2 3.3 6.9 5.4 5.7
大 船 渡 市 12.4 4.8 2.8 5.1   4.4 4.2


















































































































































































































































































































とても負担 少し負担 あまり負担なし 全く負担なし 不明
24.8％
53.4％
17.7％
2.3％ 1.9％
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45.0％
50.0％ 45.9％
11.4％
20.1％
0.7％ 0.6％
11.8％
2.4％
7.0％
１．持ち家の新たな購入
　　（高台等移転）
２．自宅の現在地での
　　改修・再建
４．民間賃貸住宅３．公営住宅
　　（県、市町村営住宅）
５．社会福祉施設
　　への入所
６．これから考える ７．その他 無回答
出典：岩手大学震災復興プロジェクト
大槌町「仮設住宅住民アンケート調査報告書」（2012年３月）
－ 54 －
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教育の機会均等、競争のスタートラインの平等化
等の観点から、奨学金等の修学支援策等が論じら
れてきた13）。そのなかでも貸与型の奨学金は、支
援を厚くすれば返還負担が大きくなり、また、就職
に失敗したり、ワーキング・プアになれば、返済
が滞ってしまうなどの問題が指摘されている14）。
貸与型の奨学金は受給学生の成功モデルが前提と
なっている。
　もともと我が国の高等教育費は、財政構造で
見ると、家計（保護者等）のしめる割合が49.8％
と高く、公費は24.6％に過ぎない。ドイツ（家
計14.6％、公費85.4）、北欧（デンマーク4.5％対
95.5％、スウェーデン10.9％対89.1％）、フランス
（15.9％対84.1％）だけでなく、イギリス（35.2％
対50.8％）、アメリカ（41.2％対37.4％）などと比
較しても、公費の割合が著しく低い。また、よく
指摘されていることであるが、国内総生産（GDP）
（2008年時、日本の場合約518兆円）に占める教
育費の割合も、日本3.4％（うち高等教育0.6％）
に過ぎないが、欧米諸国は、ドイツ4.6％（同
1.2％）、北欧（デンマーク7.7％－2.2％、スウェー
デン6.8％－1.8％）、フランス5.6％（1.2％）、イ
ギリス5.4％（0.8％）、アメリカ5.4％（1.3％）な
どとなっている。日本は、教育費全体では、これ
らの先進国から1.2％（６兆円）から４％（20兆円）
低いが、高等教育費を欧米並みの1.2％とすると、
日本の場合３兆円増やさなければならないという
ことになる15）。
　社会の総費用としても、公的財政としても、高
度に発達した社会における人材育成、人間教育に、
大きな支出をするという考え、社会投資あるいは
社会サービスとして教育を捉える視点が強調され
なければならない。教育費とりわけ高等教育費の
家計負担が小さければ、奨学金等の効果も大きく
なるし、岩手の被災地のような低所得が一般化し
ているような地域にいては、圏外に転出すること
なく、低消費であっても安定した生活が維持でき
るのである。そのことは、個別被災世帯の世代的
な、世代を越えた「自立」再建の意味でも、また
被災地の復興に不可欠な、とりわけ青壮年層の子
育て世代の人材、人口流出を食い止める施策にも
なりうるものである。
　本稿は、第124回社会政策学会大会の共通論題２「震
災・災害と社会政策」での指定討論者として報告した
ものに、その後の状況変化を踏まえて加筆修正したも
のである。
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